
これから、政策２－２、いつまでも自分らしく暮らせる長寿社会づくりのう
ち、施策（１）地域包括ケアシステムの推進 、（２）認知症にやさしい地域
づくり 、（３）介護・福祉人材の確保  について説明します。

お手元に施策調書を御用意して視聴をお願いします。

まず１ページを御覧ください。



本施策は、「地域包括ケアシステムの構築の推進」、「認知症の人とその家
族に対する支援体制の強化」、「介護サービスの量の確保と質の向上、それ
を支える介護人材の確保」を目標に掲げています。

この目標を達成するため、成果指標を設定し、施策の進捗度の管理として活
動指標を設定しています。

ページの下段は、「地域包括ケアシステムの推進」の活動指標になります。



２ページを御覧ください。

「認知症にやさしい地域づくり」、「介護・福祉人材の確保」の活動指標と
なります。



３ページを御覧ください。
施策推進の視点と、主な取組です。

本施策では、１つめの「医療と介護の連携や地域での生活を支える仕組みの
充実」の視点から、「介護予防の取組促進」、「地域で日常生活を支援する
仕組みの充実」、「介護サービスの充実」に取り組んでいます。

また、２つめの「認知症の人とその家族を支える仕組みの充実」の視点から、
「認知症の人とその家族への支援」に取り組んでいます。

３つめの「介護サービスの量と質の向上」の視点からは、「人材の確保と資
質の向上」、「労働環境と処遇の改善」に取り組んでいます。



次に４ページを御覧ください
現状・課題と県の施策について、これから視点ごとに御説明します。

視点１「医療と介護の連携や地域での生活を支える仕組みの充実」について
です。

はじめに、「地域包括ケアシステム」とは、誰もが住み慣れた地域で最期ま
で暮らし続けることができる体制のことです。

このためには、県民の皆様に、まずは要介護状態にならないよう健康づくり
に努めていただくとともに、要介護状態になった場合でも、医療や介護サー
ビスを適切に利用いただくことが重要です。



ページ中段の図は、地域包括ケアシステムのイメージを示したものです。

病気になったら病院で治療いただき、退院したら住み慣れた地域で、医療や
介護、住まい等の包括的な体制が確保された体制のもと暮らし続けることが
できるイメージを示しています。



地域包括ケアシステムは、医療、介護、介護予防、住まい、日常生活支援、
の５つの要素で構成されています。



５ページを御覧ください

「現状と課題」のひとつめです。
高齢化が進行し、健康寿命と平均寿命の差を縮めることなどの課題とともに、
新型コロナウイルス拡大に伴う社会活動の自粛による身体・認知機能の低下
が懸念されています。

これに対し県は、高齢者がいきいきと健康に暮らせる社会を目指して、住民
による介護予防活動の促進や、ICTを活用した健康づくりに取り組んでいます。



介護等を必要としない「健康寿命」は、本県は全国トップクラスですが、平
均寿命との差が依然として長くなっていることから、健康寿命をさらに伸ば
すことで差を縮めていくことが必要です。



６ページを御覧ください。
本県の自立高齢者の割合については、全国で５番目に高くなっています。



地域活動の参加についてです。
高齢者が自ら運営に参加し、体操や趣味活動等を行う「通いの場」へは、介
護サービス等が必要になってから参加する割合が高くなる傾向にあります。



「通いの場」は、2020年度に県内4,475か所設置されており、参加者数は約８
万２千人、高齢者人口に対する参加率は7.6％となっています。



次に７ページを御覧ください
「現状と課題」のふたつめです。

高齢者の、自宅で最期を迎えたいという希望に対して、実際に亡くなる場所
は病院が多く、ギャップがあります。

このことから、要介護状態になった場合でも在宅医療が受けられる体制づく
りや、移動の支援など、地域で日常生活を支援する仕組みの充実を図ります。



人生の最期を迎えたい場所について、自宅等を希望する割合は約58％である
のに対し、実際に亡くなった場所は病院が約66％となっています。



８ページをご覧ください。

ページ上段のグラフ、自分で買い物をできる高齢者は、全体では約８割です
が、要支援者では約４割まで減少しています。

また中段のグラフ、自分で食事の用意ができる高齢者は、全体では約７割で
すが、要支援者では約５割まで減少しています。



下段のグラフ、高齢者の外出の頻度については、年齢が高くなるほど減少す
る傾向にあります。



次に９ページを御覧ください

「現状と課題」の３つめです。
要介護認定者の増加が見込まれることから、量的・質的に十分なサービスの
提供ができるよう、介護サービスの充実・強化を図っています。



要介護（支援）認定者数や認定率、サービスの利用者は年々増加しています。
一方、特別養護老人ホームの入所希望者数は、地域別の状況には差があるも
のの、全県では概ね横ばいの傾向となっています。

視点１の現状と対応すべき課題については、以上です。



次に１０ページを御覧ください。

ここからは、視点１の「主な取組」についてご説明します。

はじめに、「介護予防の取組促進」についてです。
高齢者が要支援、要介護状態になる前からの予防や悪化防止を図るため、地
域で包括的・継続的な支援を展開します。



具体的には、まず「住民による介護予防活動の充実」として、住民が主体的
に集まり体操や趣味活動等を行う「通いの場」の魅力向上につなげるため、
「通いの場」で活動する専門職の育成や、参加者の意欲の向上などを図って
います。



また、民間ノウハウを活用して、民間企業との連携や専門職の活用により、
通いの場における介護予防活動の活性化を支援しています。



11ページを御覧ください。

「壮年熟期世代の社会参加の促進」として、社会参加に対する動機付けや実
践の場の紹介等を行っています。

併せて「生活支援の担い手を養成するための体制づくり」として、高齢者の
方に生活支援の担い手となっていただくためのセミナー等を開催しています。



地域社会の支え手として社会参加いただくことは、個人の視点から見れば、
役割があることで、生きがいややりがいにつながります。
また、社会の視点から見れば、安心して暮らしつづけられる地域づくりにつ
ながることとなります。



12ページを御覧ください。

「健康づくりと介護予防の一体的な取組」として、高齢者に生じやすい健康
上の問題についての周知等を実施しています。

また、「科学的知見に基づいた健康施策の推進」として、昨年４月に開学し
た静岡社会健康医学大学院大学において、先端的な施策や研究の推進などに
より、効果的な健康増進施策に活用しています。



13ページを御覧ください。

「ICTを活用した健康づくり」として、昨年１２月に、健康づくりの情報を集
約したサイト「ふじのくに むすびば」を開設し、健康づくりに役立つ動画の
発信や、400か所以上の活動の場をわかりやすく紹介しています。



また、通いの場等へICTアドバイザーを派遣し、LINEの使い方講座など、リ
アルとデジタル双方を活用したつながり創出の支援を実施しています。



次に、14ページをごらんください。
主な取組の２つ目です

「地域で日常生活を支援する仕組みの充実」として、高齢者の在宅生活を支
える医療の提供や、地域での支え合いの体制づくりを促進しています。



具体的には、「在宅医療を支える医療機関等への支援」として、訪問診療を
行う診療所や訪問看護ステーションへの設備整備や、研修の開催を行ってい
ます。



また、「生活支援の担い手要請のための体制整備」として、市町では人材養
成や支え合いのためのネットワークを作る生活支援コーディネーターを配置
しており、県では、その生活支援コーディネーターの資質向上のための研修
等を行っています。



１５ページをご覧ください。
「住民主体の移動サービス」として、移動サービスの立ち上げや運営を支援
するため、専門の相談窓口の設置、運営団体等へのアドバイザーの派遣、取
組事例の共有を目的とした情報交換会の開催などを行っています。



16ページをごらんください。

主な取組の３つ目、「介護サービスの充実」についてです。
いつでもどこでも誰でも必要な施設サービスを受けられるよう、計画的な介
護保険関連施設の整備を促進しています。



具体的には、介護サービスの基盤整備のため、介護保険関連施設等の整備を
行う市町、社会福祉法人、医療法人等に対し、予算の範囲内において補助金
を交付しています。
また、（２）は介護保険施設等の定員数や箇所数の状況です。

視点１の説明は以上です。



次に17ページを御覧ください

視点の２つめ、「認知症の人とその家族を支える仕組みの充実」について御
説明します。

はじめに、現状と課題です。
誰もが認知症又は介護者となる可能性があること、また、早期発見・早期対
応により重症化を防止できることから、認知症を「知る」、発症を「遅らせ
る」、地域で「支え合う・暮らす」の視点で、認知症の人とその家族への支
援に取り組んでいます。 



2025年には、高齢者の５人に１人、約23万人が認知症になると推計されてい
ます。



１８ページを御覧ください。

認知症についての主な取組について御説明します。

認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会の実現を図るため、
「認知症の人とその家族への支援」に取り組んでいます。



図でお示しのとおり、認知症について「知る」、「遅らせる」、「支えあ
う・暮らす」の視点から、様々な主体と連携して取り組んでいます。



具体的には、まず認知症を「知る」ための取組として、 認知症を正しく理解
し、認知症の人やその家族を温かく見守る応援者である「認知症サポー
ター」を養成しています。

 



19ページを御覧ください。
併せて、認知症コールセンターや若年性認知症相談窓口を設置しています。 



また、軽度認知障害のある人を「静岡県希望大使」に委嘱して、自らの体験
に基づいて認知症の人の相談相手となり、県と連携しながら認知症の理解を
深める啓発活動を行っています。 



20ページをご覧ください。

認知症の発症を「遅らせる」取組では、認知症予防に資する可能性のある活
動の推進として、地域における高齢者の通いの場等の拡充を図っています。

また、通いの場等で健康相談を行う専門職の育成や、生活習慣病が認知症の
リスク要因であることの周知などを行っています。

 



次に、「支え合う・暮らす」ための取組についてです。

医療体制の整備として、かかりつけ医療機関等における早期発見・早期対応
を促進するため、認知症サポート医の養成等を行っています。
また、認知症疾患に関する診断や相談等を実施する認知症疾患医療センター
を15か所指定しています。



21ページをご覧ください。

本人・家族への支援として、認知症サポーター等が支援チームを作り、認知
症の人やその家族を支援する「チームオレンジ」の整備を支援しているほか、
認知症の人やその家族が集まる場として、「認知症カフェ」の普及を図って
います。

また、認知症の人等が行方不明になった時の早期発見や保護に向けて、市町
及び警察等の協力の下、「見守り・SOS体制の広域連携」の運用を開始して
います。 



また、65歳未満で発症する「若年性認知症」には、就労や育児、家事への影
響など特有の課題があることから、若年性認知症相談窓口の設置とともに、
就労継続を支援するため、若年性認知症支援コーディネーターによる企業へ
の出前講座の開催や、関係機関との連携を進めています。

視点２の説明は以上です。



次に22ページを御覧ください
視点３「介護サービスの量の確保と質の向上」について御説明します。

はじめに現状と課題です。
介護人材は、2025年には 5,700人の需給格差が生じると推計されていること
から、介護の仕事の魅力ややりがいの情報発信、外国人材など多様な人材の
確保とともに、働き続けたいと思えるような、介護職場の労働環境と処遇の
改善に取り組んでいます。



前述したように、令和7年、2025年度時点で需要62,988人に対し、供給
57,222人と推計されており、5,766人が不足すると見込まれています。
また、介護関連における有効求人倍率は高い数字で推移しており、慢性的な
人材不足になっています。



23ページを御覧ください。

主な取組について御説明します。
若年層を中心とした県民の介護・福祉の仕事に対する正しい理解を深める環
境づくりや、外国人・潜在介護人材の育成などにより、多様な人材の新規就
労を促進します。



具体的には、「介護分野への新規就業の促進」として、静岡県社会福祉人材
センターの無料職業紹介によるマッチングや、介護サービス事業所等で働き
ながら介護資格を取得する求職者向け研修会の開催などを実施しています。

また、介護人材を確保するにあたり、外国人介護人材は今後重要になってく
ることから、「外国人介護人材の確保、育成」として、EPA外国人介護福祉
士候補者を受入れる介護事業所に対する助成や、外国人介護職員向け巡回相
談、日本語読解力向上研修などを実施しています。



24ページを御覧ください。

「介護の仕事の理解促進」として、介護事業所で活躍する若手介護職員「介
護の未来ナビゲーター」等による学校への出前講座や就職ガイダンスへの派
遣、小学生を対象にした体験事業所開催しています。
写真は介護の未来ナビゲーターによる学校への出前講座と、就職ガイダンス
での参加者への説明の様子です。



次に、25ページをごらんください。

主な取組「介護職場の労働環境と処遇の改善」についてです。
介護職員が安心して働き続けることができる介護事業所の実現に向けた、労
働環境の改善等の取組を支援します。



具体的には、「生産性の向上による職員の負担軽減」として、介護業務の切
り分けによる業務改善を進めるとともに、介護ロボット及びICT機器を活用し
た生産性向上の推進により、介護職員の身体的・精神的負担の軽減を図りま
す。

また、「労働環境・処遇の改善」として、働きやすく、働きがいのある職場
づくり等に積極的に取り組む優良介護事業所の表彰や、介護職員等を対象に、
賃金引上げを実施する事業所等に対する助成を行います。 



写真は昨年度の優良介護事業所表彰の様子です。

現状・課題と県の施策についての説明は以上です。

次に26ページを御覧ください。



26ページでは、施策に関する県と市町、民間等との役割分担について説明し
ます。

県は、地域包括ケアシステムの推進に向けて、市町の行う事業への支援や、
複数の市町による広域的取組に協力します。
また、認知症にやさしい地域づくりや介護福祉人材の確保に向けて、市町の
枠を超えた広域的な視点で取組を行います。

市町は地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの特色を明確にして、基礎
自治体として介護保険事業を実施します。
また、県と連携しつつ、住民に身近な相談窓口として、認知症対策を総合的
に推進するとともに、地域に密着した介護サービス提供の基盤整備や人材確
保を行います。

事業者は、質が高く継続的なサービス提供や、従事者の資質向上や人材確保
の取組を行います。

県民の皆様には、健康づくりや適切なサービスの利用、認知症への理解や予
防とともに、地域づくりのための担い手として参画していただくことが大切
です。



27ページは、主要事業についてです。
これらの事業により施策を進めています。



28ページ以降は参考資料となります。
なお、32ページには、用語の説明等を掲載しています。

施策についての説明は以上になります。


